+青字・赤字部分、吹き出し部分は
削除して提出して下さい。

「＊＊＊件　名＊＊＊」に係る委託業務実施計画書日付を入れてください

（Ｎ１年度～Ｎ３年度）
Ｎ１年○月○日
法人名：　○○○株式会社
連名契約や共同提案等、複数の事業者で一つの実施計画書を作成する場合には、併記してください。

１．実施計画の細目（手法・手段・研究場所等）
(1)事業目的
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
(2)事業概要
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
(3)事業内容委託業務を実施するにあたって、必要となる事業項目について、ＮＥＤＯが提示する仕様書に示す研究開発の内容の項目に沿って、具体的な実施内容を記述してください。
項目例を以下に示します。なお、連名契約者や共同提案者、再委託先等が存在する場合は、各事業者がどの項目を担当するのか明記してください。単独契約の場合は、「（担当：○○株式会社）」の記載は不要です。また、積算と整合するように注意をお願いします。

①××××の調査（担当：○○○株式会社）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
②××××の検討（担当：□□□大学）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
③××××の試験（担当：△△△株式会社）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
④××××の設計（担当：○○○株式会社）事業期間全体分を記載

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
⑤××××の製作（担当：○○○株式会社）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
⑥××××の開発（担当：国立研究開発法人▽▽▽）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
⑦××××の評価（担当：国立研究開発法人▽▽▽）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
⑧××××の海外調査（担当：○○○株式会社）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
⑨××××委員会の開催（担当：○○○株式会社）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・


(4)実施計画上記（３）「事業内容」であげた各事業項目の実施スケジュールを、事業期間全体に亘って記載してください。


	事業項目
	Ｎ１年度
	Ｎ２年度
	Ｎ３年度

	
	第1
四半期
	第2
四半期
	第3
四半期
	第4
四半期
	第1
四半期
	第2
四半期
	第3
四半期
	第4
四半期
	第1
四半期
	第2
四半期
	第3
四半期
	第4
四半期

	①×××の調査
②×××の検討
③×××の試験
④×××の設計
⑤×××の製作
⑥×××の開発
⑦×××の評価
⑧×××の海外調査
⑨××委員会の開催

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	







２．委託期間
Ｎ１年４月１日　から　Ｎ４年３月３１日まで仕様書に従ってください。
（３月末日が標準的完了日）



３．研究体制
（１）研究体制スキーム

【再委託先】


【委託先】
△△△株式会社

（○○○○を再委託）
○○○株式会社
×××委員会 

NEDO
再委託先等も含めて、全体のスキームを全期間分について、
分担がわかるように記載してください。


□□大学（国立大学法人）

（○○○○を再委託）

【共同実施先】

国立研究開発法人▽▽▽


（○○○について共同実施）


（２）委託先及び分担先、分室における研究体制
[image: ]
（３）再委託先及び共同実施先における研究体制
[image: ]


（４）委員会等における外部からの指導及び協力者

ア．×××委員会における登録委員
	氏　名
	所属・役職

	

	



イ．有識者からの指導・助言等
	氏　名
	所属・役職
	指導・助言等の内容

	

	
	



４．知的財産権およびデータマネジメント
実証事業委託および調査委託の場合、本項目は記載不要です。

（１）知的財産権の帰属
知的財産権は、×××株式会社に帰属することを希望します。
知的財産権すべての帰属を希望しない場合は、その旨を記載してください。



（２）ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基本方針（以下、「ＮＥＤＯ知財方針」）に関する事項
ＮＥＤＯ知財方針に記載された「知財運営委員会（または同機能）」を整備し、「知財及びデータの取扱いに関する合意書」を原則としてＮＥＤＯとの契約締結までにＮＥＤＯとも相談のうえ作成する。
対象となる事業のみ記載してください。
新規に契約を行う委託事業のうち、公募要領または実施方針にＮＥＤＯ知財方針の適用が明記されたプロジェクトが対象です（プロジェクト内の研究開発項目毎に対象が定められる場合があります）。
適用されるプロジェクトについては、公募時に原則としてＮＥＤＯ知財方針を添付しております。
なお、委託先のみ１者で本委託事業を実施する場合（再委託先、共同実施先もない場合）は、「ＮＥＤＯ知財方針に従い、知財マネジメントを実施します。」とのみ記載してください。





（３）ＮＥＤＯプロジェクトにおけるデータマネジメントに係る基本方針（ＮＥＤＯデータ方針）に関する事項
ＮＥＤＯデータ方針に記載された「知財運営委員会（または同機能）」を整備し、「知財及びデータの取扱いに関する合意書」を原則としてＮＥＤＯとの契約締結までに、ＮＥＤＯとも相談のうえ作成する。
また、ＮＥＤＯデータ方針に記載された「データマネジメントプラン」及び「メタデータ」を適宜作成して、ＮＥＤＯに報告する。

対象となる事業のみ記載してください。
新規に契約を行う委託事業のうち、公募要領または実施方針のなかでＮＥＤＯデータ方針の適用が明記されたプロジェクトが対象です（プロジェクト内の研究開発項目毎に対象が定められる場合があります）。
適用されるプロジェクトについては、公募時に原則として、ＮＥＤＯデータ方針を添付しております。
なお、委託先のみ１者で本委託事業を実施する場合（再委託先、共同実施先もない場合）は、「ＮＥＤＯデータ方針に従い、データマネジメントを実施します。」とのみ記載してください。

５．その他

（１）免税事業者に【該当・非該当】提出時に免税事業者に該当するか記載してください。計画変更時で該当期間があれば記載してください。



（２）委託業務内での取得財産の解体撤去の【予定あり・予定なし】
（記載内容）
【予定あり】の場合は、以下①～③についてわかる範囲で具体的に記載してください。
①解体撤去を予定する理由（下記の「解体撤去の要件」を参考に記載してください。）
②解体撤去を予定する取得財産の概要
・取得財産の名称（多種類ある場合は、主要なものを記載）、取得価額の総額、設置場所
③解体撤去を予定する時期
（解体撤去の要件）
以下のいずれかを満たす場合に、解体撤去を実施することが可能
・委託業務内で解体研究を実施する場合
・モデルプラント等で業務目的達成後、解体撤去することが前提となっている場合
・事業目的達成後に、取得財産を設置した（委託先等以外の）第三者の敷地等の原状回復を必要とし、かつ、その時点で利活用できない資産（機能が著しく低下している、移設するとその機能を失うなど物理的に使用できない資産）の場合
（その他留意事項）
・解体撤去の実施の可否については、最終年度にNEDOの判断により決定します。
・原則、実施計画書６．積算に解体撤去費用を計上しません。ただし、解体研究を実施する場合や、第三者の敷地に設置した資産で移設するとその機能が失われることが最初から想定される場合については、この限りではありません。


６．積算再委託先等がない場合は、全期間総括表は不要です。


（１）全期間総括表

委託件名：○○○○○
[image: ]＊1
＊2

＜ＮＥＤＯ負担割合　１／１＞　＊1



＊1 再委託先または共同実施先は、委託先の契約金額の内数として、再委託先等の金額（消費税込み）を（　）書きで記載してください。
＊2 共同研究契約等、負担率に定めがある場合は、「合計」、「うち消費税及び地方消費税」欄に対応したＮＥＤＯ負担額を記載し、表の下にＮＥＤＯ負担割合を分数で記入してください。
　　なお、「うち消費税及び地方消費税」については、契約書における「うち消費税額及び地方消費税額」と異なる場合があります。


【研究分担先、分室がある場合の記載例】
[image: ]










（２）委託先／研究分担先／分室総括表
ア．企業等の場合

委託件名：○○○○○
●●●●株式会社
[image: ]
＜ＮＥＤＯ負担割合　１／１＞　　委託先等が複数ある場合は、それぞれ作成してください。
・消費税及び地方消費税は、各年度の合計の額から算出してください。ただし、再委託先等があり端数調整を要する場合は、委託先の消費税額に「（３）再委託先／共同実施先総括表」から算出した消費税額を足し合わせることも可とします。
・委託先が免税事業者の場合は、委託先の消費税額は0円としてください。


期間全体の間接経費は、各年度の間接経費の合計です。




＊ 共同研究契約等、負担率の定めがある場合は、「総計」、「消費税及び地方消費税」欄に対応した、ＮＥＤＯ負担額を記載し、表の下にＮＥＤＯ負担割合を分数で記入してください。
＊	調査委託契約は、I.機械装置等費がないため、Ⅱ.労務費をIに繰り上げます（Ⅲ以下も同様）。また、大学・国研等の場合は、労務費の積算にあたり健保等級単価または契約単価を適用してください。

イ．国立研究開発法人等の場合

委託件名：○○○○○
国立研究開発法人■■■■機構

[image: ]　委託先等が複数ある場合は、それぞれ作成してください。

＜ＮＥＤＯ負担割合　１／１＞　

＊ 共同研究契約等、負担率の定めがある場合は、「総計」、「消費税及び地方消費税」欄に対応した、ＮＥＤＯ負担額を記載し、表の下にＮＥＤＯ負担割合を分数で記入してください。


ウ．大学等の場合

委託件名：・・・・・・技術開発
国立大学法人★★★大学
[image: ]
＜ＮＥＤＯ負担割合　１／１＞　　委託先等が複数ある場合は、それぞれ作成してください。


＊ 共同研究契約等、負担率の定めがある場合は、「総計」、「うち消費税及び地方消費税」欄に対応したＮＥＤＯ負担額を記載し、表の下にＮＥＤＯ負担割合を分数で記入してください。


（３）再委託先／共同実施先総括表

ア．再委託先・共同実施先が企業等の場合は、（２）委託先／研究分担先／分室総括表のアと同様に作成して下さい。ただし、「Ｖ．再委託費・共同実施費」「＊うちＮＥＤＯ負担額」「＊うちＮＥＤO負担消費税等額」の欄は不要です。

委託件名：・・・・・・技術開発
●●●●株式会社
[image: ]


イ．再委託先・共同実施先が国立研究開発法人等の場合は、（２）委託先／研究分担先／分室総括表のイと同様に作成して下さい。ただし、「＊うちＮＥＤＯ負担額」「＊うちＮＥＤO負担消費税等額」の欄は不要です。

委託件名：・・・・・・技術開発
国立研究開発法人　■■■■機構

[image: ]


ウ．再委託先・共同実施先が大学等の場合は、（２）委託先／研究分担先／分室総括表のイと同様に作成して下さい。ただし、「Ｖ．再委託費・共同実施費」「＊うちＮＥＤＯ負担額」「＊うちＮＥＤO負担消費税等額」の欄は不要です。　委託先等が複数ある場合は、それぞれ作成してください。


委託件名：○○○○○大学等の場合は、内税額を記載してください

国立大学法人□□大学
[image: ]

（４）委託費項目別明細表
ア．企業等の場合
積算方法は、契約書で定める積算基準を確認してください。機械装置等費、消耗品費、旅費、委員会費は、平均単価方式または「○○一式」と記載することも可能です。ただし、実証事業など積算内容を実証前調査等で事前に検討している事業については、省略せずに記載してください。
[image: ]●●●●株式会社　項目別明細表(Ｎ１年度）
注）再委託・共同実施先がない場合はＶ．以降の欄は削除してください。
・平均単価方式とした場合には、平均単価の積算の考え方を確認することがあります。（提示できるように保管してください。）
・経費の算定については外税方式とし、積算するときには消費税抜き額を計上し「消費税及び地方消費税」の欄に税率１０％を乗じて計上してください。
・中項目（上記例では算用数字で括ってある項目）ごとに合計し、千円未満を切捨ててください。
・再委託・共同実施先についても、この表に準じて項目別明細表を作成してください。

イ．国立研究開発法人等の場合
国立研究開発法人等（国立研究開発法人、独立行政法人及び地方独立行政法人）の積算方法は、契約書で定める積算基準を確認してください。備品費、消耗品費、人件費、旅費、会議費等については、平均単価方式又は「○○一式」と記載することも可能です。
[image: ]国立研究開発法人○○○機構　項目別明細表(Ｎ１年度）

注）再委託・共同実施先がない場合はⅢ．以降の欄は削除してください。
・平均単価方式とした場合には、平均単価の積算の考え方を確認することがあります。（提示できるように保管してください。）
・外税方式とし積算するときには消費税抜き額を計上し、「消費税及び地方消費税」の欄に税率10％を乗じて計上してください。
・中項目（上記例では算用数字で括ってある項目）ごとに合計し、千円未満を切捨ててください。

ウ．大学等の場合
大学等（国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学、私立大学及び高等専門学校）の積算方法は、契約書で定める積算基準を確認してください。設備備品費、消耗品費、謝金、旅費、光熱水費については、平均単価方式又は「○○一式」と記載することも可能です。

国立大学法人★★★大学　項目別明細表（Ｎ１年度）
[image: ]
注）再委託・共同実施先がない場合はⅢ．以降の欄は削除してください。
・中項目（上記例では算用数字で括ってある項目）毎に合計し、千円未満を切捨ててください。
[bookmark: OLE_LINK2]・経費の算定は内税方式とし、労務費や海外旅費等の不課税の項目は消費税相当分を加えて（当該項目に※を表示）計上してください。
2

image5.emf
（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．機械装置等費 36,154,000 13,020,000 11,678,000 11,456,000

　１．土木・建築工事費 2,694,000 1,560,000 678,000 456,000

　２．機械装置等製作・購入費 30,371,000 10,371,000 10,000,000 10,000,000

　３．保守・改造修理費 3,089,000 1,089,000 1,000,000 1,000,000

Ⅱ．労務費 10,765,000 6,765,000 2,000,000 2,000,000

　１．研究員費 7,573,000 5,573,000 1,000,000 1,000,000

　２．補助員費 3,192,000 1,192,000 1,000,000 1,000,000

Ⅲ．その他経費 29,251,000 11,251,000 9,000,000 9,000,000

　１．消耗品費 3,316,000 1,316,000 1,000,000 1,000,000

　２．旅費 6,640,000 2,640,000 2,000,000 2,000,000

　３．外注費 3,680,000 1,680,000 1,000,000 1,000,000

　４．諸経費 15,615,000 5,615,000 5,000,000 5,000,000

小計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 76,170,000 31,036,000 22,678,000 22,456,000

Ⅳ．間接経費 7,615,000 3,103,000 2,267,000 2,245,000

Ⅴ．再委託費・共同実施費 18,221,000 9,221,000 6,000,000 3,000,000

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ＋Ⅴ） 102,006,000 43,360,000 30,945,000 27,701,000

消費税及び地方消費税 10,200,600 4,336,000 3,094,500 2,770,100

総計 112,206,600 47,696,000 34,039,500 30,471,100

　＊うちNEDO負担額 112,206,600 47,696,000 34,039,500 30,471,100

　＊うちNEDO負担消費税等額 10,200,600 4,336,000 3,094,500 2,770,100


image6.emf
（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．直接経費 100,311,000 26,919,000 47,432,000 25,960,000

　 １．備品費 30,700,000 9,000,000 18,700,000 3,000,000

　 ２．消耗品費 13,816,000 1,316,000 7,500,000 5,000,000

　 ３．人件費 25,425,000 7,125,000 8,500,000 9,800,000

　 ４．光熱水費 11,600,000 3,800,000 3,800,000 4,000,000

　 ５．旅費 3,095,000 945,000 1,350,000 800,000

　 ６．その他 15,675,000 4,733,000 7,582,000 3,360,000

Ⅱ．間接経費 10,030,000 2,691,000 4,743,000 2,596,000

Ⅲ．再委託費・共同実施費 3,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 113,341,000 30,610,000 53,175,000 29,556,000

消費税及び地方消費税 11,334,100 3,061,000 5,317,500 2,955,600

総計 124,675,100 33,671,000 58,492,500 32,511,600

　＊うちNEDO負担額 124,675,100 33,671,000 58,492,500 32,511,600

　＊うちNEDO負担消費税等額 11,334,100 3,061,000 5,317,500 2,955,600


image7.emf
（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．直接経費 37,381,000 28,875,000 4,253,000 4,253,000

　１．物品費 13,550,000 11,450,000 1,050,000 1,050,000

　２．人件費・謝金 7,562,000 5,462,000 1,050,000 1,050,000

　３．旅費 4,876,000 2,776,000 1,050,000 1,050,000

　４．その他 11,393,000 9,187,000 1,103,000 1,103,000

Ⅱ．間接経費 11,212,000 8,662,000 1,275,000 1,275,000

Ⅲ．再委託費・共同実施費 19,475,000 12,875,000 3,300,000 3,300,000

総計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 68,068,000 50,412,000 8,828,000 8,828,000

うち消費税及び地方消費税 6,187,997 4,582,907 802,545 802,545

　＊うちNEDO負担額 68,068,000 50,412,000 8,828,000 8,828,000

　＊うちNEDO負担消費税等額 6,187,997 4,582,907 802,545 802,545


image8.emf
（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．機械装置等費

　１．土木・建築工事費

　２．機械装置等製作・購入費

　３．保守・改造修理費

Ⅱ．労務費

　１．研究員費

　２．補助員費

Ⅲ．その他経費

　１．消耗品費

　２．旅費

　３．外注費

　４．諸経費

小計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅳ．間接経費

合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ）

消費税及び地方消費税

総計


image9.emf
（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．直接経費 0 0 0 0

　 １．備品費 0 0 0 0

　 ２．消耗品費 0 0 0 0

　 ３．人件費 0 0 0 0

　 ４．光熱水費 0 0 0 0

　 ５．旅費 0 0 0 0

　 ６．その他 0 0 0 0

Ⅱ．間接経費 0 0 0 0

合計（Ⅰ＋Ⅱ） 0 0 0 0

消費税及び地方消費税 0 0 0 0

総計 0 0 0 0


image10.emf
（単位：円）

項目 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

Ⅰ．直接経費

　１．物品費

　２．人件費・謝金

　３．旅費

　４．その他

Ⅱ．間接経費

総計（Ⅰ＋Ⅱ）

　うち消費税及び地方消費税


image11.emf
Ⅰ．機械装置等費 13,020

　１．土木・建築工事費 1,560

○○土木・建築工事費 ＠ 7,800円 × 200H ＝ 1,560,000

10,371

○○製作設計費 ＠ 6,980円 × 150H ＝ 1,047,000

○○製作加工費 ＠ 8,100円 × 40H ＝ 324,000

○○試験装置　一式 ＝ 4,500,000

○○評価装置　一式 ＝ 1,100,000

○○作成装置　一式 ＝ 3,400,000

　３．保守・改造修理費 1,089

○○装置改造費　一式 ＝ 589,000

○○装置保守費　一式 ＝ 500,000

Ⅱ．労務費 6,765

　１．研究員費 5,573

＠ 4,200円 × 740H ＝ 3,108,000

＠ 3,240円 × 761H ＝ 2,465,640

　２．補助員費 1,192

＠ 2,090円 × 200H ＝ 418,000

＠ 12,900円 × 60日 ＝ 774,000

Ⅲ．その他経費 11,251

　１．消耗品費 1,316

○○薬品　一式 ＝ 440,000

○○実験器具　一式 ＝ 876,000

　２．旅費 2,640

　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 300,000

海外旅費一式 ＝ 2,000,000

　　(2)有識者(専門家）旅費 海外旅費一式 ＝ 340,000

　３．外注費 1,680

○○ソフト製作外注 ＝ 1,680,000

　４．諸経費 5,615

　　(1)機械リース料 ＠ 535,000円 × 10ヶ月 ＝ 5,350,000

　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 100,000

委員旅費一式 ＝ 109,000

　　(3)報告書等作成費 電子ファイル作成一式 ＝ 56,200

31,036,000円 × 10％ ＝ 3,103,600 3,103

①小計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 34,139

②小計（①、円）

③消費税及び地方消費税(円）

合計（②＋③）

Ⅴ．再委託費・共同実施費

　１．再委託費 4,460,000

株式会社□□ ＝ 3,222,000

国立大学法人◇◇大学 ＝ 1,238,000

　２．共同実施費 4,761,000

学校法人▽▽大学 ＝ 4,761,000

④消費税及び地方消費税

合計(Ｖ＋④）

34,139,000

積算基礎（円） 積算額（千円）

3,413,900

37,552,900

積算基礎（円）

Ⅳ．間接経費〔（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）×10%〕

　２．機械装置等製作・購入費

積算額（円）

922,100

10,143,100

43,360,000

9,221,000

消費税及び地方消費税(③＋④）

総計(円）

4,336,000

47,696,000

合計（②＋Ⅴ）
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Ⅰ．直接経費 26,919

　１．備品費 9,000

○○試験装置　一式 ＝ 4,500,000

○○評価装置【共用設備】　一式 2,200,000 × 1/2 ＝ 1,100,000

○○作成装置　一式 ＝ 3,400,000

　２．消耗品費 1,316

○○薬品　一式 ＝ 440,000

○○実験器具　一式 ＝ 876,000

　３．人件費 7,125

研究員費 ＠ 484,110円 × 12ヶ月 　＝ 5,809,320

補助員費 ＠ 14,000円 × 94日 　＝ 1,316,000

　４．光熱水費 3,800

電気代一式 　＝ 1,400,000

水道代一式 　＝ 1,500,000

ガス代一式 　＝ 900,000

　５．旅費 945

　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 160,000

海外旅費一式 ＝ 685,000

  　(2)委員等旅費 国内旅費一式 ＝ 100,000

　６．その他 4,733

　　(１)印刷製本費 電子ファイル作成一式 ＝ 55,600

　　(２)会議費 会議費一式 ＝ 10,000

　　(3)謝金 委員謝金一式 ＝ 100,000

　　(４)リース料 機械リース料 ＠ 380,625円 × 12ヶ月 ＝ 4,567,500

26,919,000円 × 30％ ＝ 8,075,700 8,075

34,994

②小計（①、円）

合計（②＋③）

Ⅲ．再委託費・共同実施費

　１．再委託費 1,000,000

株式会社○○○○ ＝ 1,000,000

　２．共同実施費 0

学校法人▽▽大学 ＝

④消費税及び地方消費税

合計(Ⅲ＋④）

38,493,400

積算基礎（円） 積算額（千円）

Ⅱ．間接経費〔Ⅰ×30%〕

①合計（Ⅰ＋Ⅱ）

34,994,000

③消費税及び地方消費税(円） 3,499,400

消費税及び地方消費税(③＋④） 3,599,400

総計(円） 39,593,400

積算基礎（円） 積算額（円）

1,000,000

100,000

1,100,000

合計（②＋Ⅲ） 35,994,000


image13.emf
Ⅰ．直接経費 28,875

　１．物品費 11,450

　　(1)設備備品費

○○試験装置【共用設備】　一式 9,450,000 × 1/2 ＝ 4,725,000

○○評価装置　一式 ＝ 1,155,000

○○作成装置　一式 ＝ 3,570,000

○○装置改造費　一式 ＝ 618,450

　　(2)消耗品費

○○薬品　一式 ＝ 462,000

○○実験器具　一式 ＝ 919,800

　２．人件費・謝金 5,462

　　(1)人件費 研究員費　　※ ＠ 367,500円 × 12ヶ月 　＝ 4,410,000

補助員費　　※ ＠ 10,080円 × 94日 　＝ 947,520

　　(2)謝金 委員謝金一式  ＝ 105,000

　３．旅費 2,776

　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 319,200

海外旅費一式　　※ ＝ 2,100,000

　　(2)有識者（専門家）旅費 海外旅費一式　　※ ＝ 357,000

　４．その他 9,187

　　(1)外注費 ○○ソフト製作外注 ＝ 1,764,000

　　(2)印刷製本費 電子ファイル作成一式 ＝ 58,380

　　(3)会議費 会場借料 ＝ 114,450

　　(4)通信運搬費 宅配便代 ＝ 5,250

　　(5)光熱水料 電気、ガス、水道 ＝ 1,050,000

　　(6)その他（諸経費） 機械リース料 ＠ 561,750円 × 10ヶ月 ＝ 5,617,500

○○装置保守費　一式 ＝ 525,000

学会参加費 ＝ 52,500

28,875,000円 × 30％ ＝ 8,662,500 8,662

37,537

①合計（Ⅰ＋Ⅱ、円）

②うち消費税及び地方消費税(円）

Ⅲ．再委託費・共同実施費

　１．再委託費 8,275,000

株式会社○○○○ ＝ 3,025,000

国立大学法人☆☆☆大学 ＝ 5,250,000

　２．共同実施費 4,600,000

学校法人△△△大学 ＝ 4,600,000

③うち消費税及び地方消費税(円）

積算基礎（円、消費税及び地方消費税込み、※は消費税相当額含む） 積算額（千円）

Ⅱ．間接経費〔Ⅰ×30%〕

合計（Ⅰ＋Ⅱ）

37,537,000

3,412,454

積算基礎（円、消費税及び地方消費税込み） 積算額（円）

12,875,000

1,170,453

総計（①＋Ⅲ） 50,412,000

うち消費税及び地方消費税(②＋③） 4,582,907
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PL等

PL

PL代行

ｻﾌﾞ･ﾘｰﾀﾞｰ

委託先名

業務管理者 フリガナ

△△　△△

経理責任者 フリガナ

プロジェクト

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所①

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

□ ○○　○○

□ ○○　○○

□ ○○　○○

□ ○○　○○

□ ○○　○○

◆ ○○　○○

◆ ○○　○○

▽ ○○　○○

▽ ○○　○○

業務実施者 フリガナ 所属・役職 主な担当事業内容

研究実施場所②

業務管理者 フリガナ

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

研究分担先名／

分室名

業務管理者 フリガナ

経理責任者 フリガナ

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

所属・役職



（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

所属・役職

○○○株式会社　○○研究所

氏　名

＊＊　＊＊

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

氏　名

○○株式会社　△△△研究所○○支所

e-Rad研究者番号 所属・役職

＊＊　＊＊



氏　名

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

所属・役職



○○○株式会社

氏　名

＊＊　＊＊



所属・役職

○○部長

所属・役職

経理部長

氏　名

「（３）事業内容」であげた事業

項目の主に何を担当するかを

記入（項目番号での記入可）

「（３）事業内容」であげた事業

項目の主に何を担当するかを

記入（項目番号での記入可）

代表委託先以外の委託先の検

査

○○○株式会社

所属・役職

所属・役職

○○学部　准教授

e-Rad研究者番号 所属・役職

氏名

氏　名

氏　名

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

＊＊　＊＊

＊＊　＊＊

＊＊　＊＊

氏　名

○○部　部長

所属・役職

経理部　経理課長

研究分担先、分室がある場合は、記載してください。

ない場合は「研究分担先名/分室名」の欄は削除してください。

研究実施場所が複数ない場合は

「研究実施場所②」、「業務管理者」、「登録研究員」

の欄は削除してください。

連名契約の場合、仕様書の指示に従って、記載してください。

指示がない場合は、「業務実施者」の欄は削除してください。

e-Rad研究者番号を有しない場合は、空欄としてください。

エフォート証明書を提出する登録研究員は名前の前に◆印を付けてください。

労務費を計上しない登録研究員は名前の前に▽印を付けてください。

業務管理者であっても未登録では労務費、旅費の計上はできません。

ＮＥＤＯが委嘱・指名したＰＬが配置される場合は、記載してください。

配置されない場合は、この欄は削除してください。

業務管理者は、研究実施場所毎に登録が必要です。

また、同一の研究員が、複数の研究実施場所で研究を

行う場合は、研究実施場所毎に登録が必要です。

時間単価の登録研究員は名前の前に□印を付けてください。

実際のプロジェクト遂行にあたって、NEDOに対する窓口となる方です。

契約・検査・支払に関して、NEDOに対する窓口となる方です。

複数の研究実施場所を登録する場合、同一名称は避けてください。

（プロジェクトマネジメントシステム登録の都合上）


image2.emf
再委託先名

業務管理者 フリガナ

△△　△△

経理責任者 フリガナ

プロジェクト

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

□ ○○　○○

□ ○○　○○

◆ ○○　○○

◆ ○○　○○

▽ ○○　○○

▽ ○○　○○

再委託先名

業務管理者 フリガナ

△△　△△

経理責任者 フリガナ

プロジェクト

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

◆ ○○　○○

□ ○○　○○

d ○○　○○



○○研究科 特任研究員

△△

○○研究科 博士後期課程



＊＊　＊＊

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

氏　名 所属・役職

経理部長

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

所属・役職



氏　名

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

○○○株式会社（本部）

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

e-Rad研究者番号 所属・役職

＊＊　＊＊

△△△株式会社

氏　名 所属・役職

研究開発部長

所属・役職

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

所属・役職



〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

所属・役職

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）



氏　名

＊＊　＊＊

氏　名

＊＊　＊＊

＊＊　＊＊

〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○番地○号

e-Rad研究者番号 所属・役職

所属・役職

○○部教授

所属・役職 氏　名

＊＊　＊＊

経理部長



□□□大学（国立大学法人）

○○○株式会社（本部）

（最寄り駅：○○鉄道　○○線　○○駅）

氏　名

氏　名



e-Rad研究者番号を有しない場合は、空欄としてください。

エフォート証明書を提出する登録研究員は名前の前に◆印を付けてください。

労務費を計上しない登録研究員は名前の前に▽印を付けてください。

時間単価の登録研究員は名前の前に□印を付けてください。

再委託先、共同実施先、(再委託先等の)分室・

研究分担先毎に記載してください。

業務管理者であっても未登録では労務費、旅費の計上はできません。

学生研究員は、学部生、博士前期課程（修士課

程）、博士後期課程 等を記載してください。


image3.emf
委託先名 再委託先名・共同実施先名 事業期間全体 N1年度 N2年度 N3年度

112,206,600 47,696,000 34,039,500 30,471,100

うち再委託 　株式会社□□ (6,844,200) (3,544,200) (2,200,000) (1,100,000)

うち再委託 　国立大学法人◇◇大学 (4,111,800) (1,361,800) (1,100,000) (1,650,000)

うち共同実施学校法人▽▽大学 (9,087,100) (5,237,100) (3,300,000) (550,000)

112,206,600 47,696,000 34,039,500 30,471,100

10,200,600 4,336,000 3,094,500 2,770,100

112,206,600 47,696,000 34,039,500 30,471,100

10,200,600 4,336,000 3,094,500 2,770,100

（単位：円、消費税及び地方消費税込み）

 ●●●●株式会社

合計

うち消費税及び地方消費税

　＊うちNEDO負担額

　＊うちNEDO負担消費税等額


image4.emf
24,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000

15,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000

9,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

24,000,000 8,000,000 8,000,000 8,000,000

15,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000

9,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

４．財団法人▲▲▲（全体）

　（１）財団法人▲▲▲

　（２）分室：・・・・・・株式会社

３．◆◆◆◆技術研究組合（全体）

　（１）◆◆◆◆技術研究組合

　（２）分担先：株式会社・・・・


